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　1981年にColin SullivanがCPAP療法を最初に報告された。それ以前にはOSAの治療には手術や、重症の場合は気管切開が
なされていた。この機器はかなり大型であり在宅用には無理であったが、業者によって改善され、自宅でも装着可能となり、
1990年に入ると海外でも標準的な治療法となっていた。それ以前は本邦では保険適用はなく、自費で処方されていた。その
ためか私自身がこの機器には興味がなく、あまり取り扱いをせずに、他の治療法を探していた。
　しかし1992年にカナダのKrygerの病院に留学した際、CPAP機器が治療に普通に扱われておりかなり驚いた。その後タイト
レーション、split-night法などを学び、帰国した。本邦ではその時点ではOSAの診断PSGや、タイトレーションなどのCPAP治療
に関してはあまり広がっていなかった。1998年に保険収載がなされて、やっとOSAのCPAP治療がやっと広がるようになった。
　今年は保険収載から20年たっている。CPAPはAHIが20以上のOSAの治療の第一選択となっており、全国で50万人以上に
使用されている。CPAP自体もかなり進化している。小型となり持ち運びも楽になり、APAPも多用されている。マスクに関して
も種類が豊富になり、フィット感も良くなっている。加温加湿器も小さく、機器に接続され一体化されるようになった。
　CPAPはまだまだ進化するであろう。ただしこのCPAPをどのOSA患者にどのように処方し、アドヒアランスを維持し、治療
を続けられるようにすることは、現在も我々の課題である。

SASと地域連携の重要性
　SASの関連疾患や病態は多種多様であり個々の患者によって対応が異なるが、対応できる専門施設は未だ少なく、専門施
設のみで診療することは現状不可能である。近年は、簡易検査装置の普及により専門施設を経由せず一般施設のみで診断、
CPAP療法の導入・管理が可能となっているが、正確な診断や方針の調整が必ずしもなされていない事が懸念されている。
　これを解決し、地域全体で質の高い専門医療を提供するためには、施設の持つ機能を整理し役割分担を図っていく必要が
ある。当センターでは、2015年より地域の施設と協力し、一般施設でSAS患者の抽出およびプライマリケアを行い、当院で
精査や治療方針の決定、CPAP療法の導入および調整し、落ち着いた後に逆紹介する「循環型地域医療連携システム」の構築を
推進している。その結果、３年間で連携施設は100施設を超え当院HPでも公開している。SAS診療は専門施設と連携をとり
ながら地域全体で診療する疾患へ急激に変化していることを実感している。

IoT対応CPAP機器（ネムリンク）を用いたSAS診療の可能性
　専門機関の診療負担を減らす取り組みとして、当センターではIoT機器を利用した診療効率の向上を積極的に図っており、
１年間で当院管理CPAP機器のうち約80%が対応済みとなった。その結果、カードにかかわる業務時間の短縮や医療安全の
向上、カード忘れの防止など様々な診療効率や患者サービスの向上を達成できた。
　さらに2016年の診療報酬改定により受診間隔の延長が可能となり、当院でも２カ月以上の患者が増えている。これは専門
施設の対応患者数の増加や患者の満足度を向上が期待できる一方で、アドヒアランスの低下や問題対応の遅延が懸念される。
ネムリンクは、連日データが自動更新されるため早期患者介入が可能であり、更には2018年度より保険適用となった「オン
ライン受診」の導入にも活用でき、今後の診療には欠かせない役割を担っている。


